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１．経営状況 1

◆民営化以降、お客さま満足の向上・地域社会への貢献をグループ経営理念に掲げ、安全・安心・快
適・便利な高速道路空間づくりを推進。

◆合わせて 内部統制体制をはじめ グループ経営の確立・関連事業の展開等に取り組み 連結利益◆合わせて、内部統制体制をはじめ、グル プ経営の確立 関連事業の展開等に取り組み、連結利益
を着実に確保。引き続き、更なる経営基盤の強化に向けた取組を継続。

（単位：百万円）

期 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期期 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期

区分 年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

期間
H17.10～
Ｈ18.3月

H18.4～
Ｈ19.3月

H19.4～
Ｈ20.3月

H20.4～
Ｈ21.3月

H21.4～
Ｈ22.3月

H22.4～
Ｈ23.3月

H23.4～
Ｈ24.3月

H24.4～
Ｈ25.3月

H25.4～
Ｈ26.3月

H26.4～
Ｈ27.3月

決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算見込※

連結 営業収益 436 953 866 748 938 850 873 094 808 469 800 392 839 816 840 461 859 053 1 088 710連結 営業収益 436,953 866,748 938,850 873,094 808,469 800,392 839,816 840,461 859,053 1,088,710

経常利益 16,132 16,799 13,810 13,300 12,442 11,898 7,179 10,879 5,795 10,022

当期純利益 6,792 9,887 8,710 7,674 7,245 7,797 4,515 8,275 2,296 10,293

純資産額 111,872 128,333 136,927 144,360 151,659 159,433 163,974 172,248 156,094 178,268純資産額 111,872 128,333 136,927 144,360 151,659 159,433 163,974 172,248 156,094 178,268

利益剰余金 6,872 16,760 25,471 33,146 40,392 48,189 52,705 60,980 63,277 69,521

総資産額 657,787 693,207 733,971 794,093 788,246 800,534 727,777 814,774 882,424 978,351

自己資本比率 17.0 18.5 18.6 18.1 19.2 19.9 22.5 21.1 17.6 18.2

自己資本利益率 6.0 7.7 6.3 5.3 4.7 4.8 2.7 4.8 1.4 5.7

従業員数 2,614 4,159 9,754 11,948 12,207 12,648 13,476 13,446 13,736 13,940

連結子会社数 1 11 16 18 18 20 21 22 22 25

※※ 決算見込は、平成27年5月14日時点の見込値であり、実際の決算値と異なる可能性があります。



２．民営化の目的とその達成状況 2
（1）民営化の目的に対するその成果

ⅰ）道路関係四公団合計で約４０兆円に上る有利子負債を確実に返済

○民営化後９年半（H17.10～H27.3）の間に、当社では４．４兆円の賃借料を機構へ支払い、機構債務の返済に貢献。
○また、法人税等をグループ全体で５４２億円、当社単体で３４０億円を納税し、国・地方の財政に還元。

（単位：百万円）

期 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期

年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 累計

決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算見込※

道路資産賃借料 223,100 526,849 532,254 497,589 400,401 394,986 381,600 448,915 461,842 560,190 4,427,726

連結 9,340 6,292 5,035 6,082 5,701 4,816 4,374 4,808 2,974 4,779 54,201

単体 9 340 5 580 3 270 3 250 3 302 3 040 1 781 2 047 573 1 820 34 003
法人税等合計

ⅱ）有料道路として整備すべき区間の早期かつ極力少ない国民負担による整備

○民営化後９年半の間に、３８区間・４８８kmを新規開通、このうち２６区間・３６０kmは、機構との協定に定める
工期を平均して５ケ月短縮 全体で約１６％の スト縮減を実現

単体 9,340 5,580 3,270 3,250 3,302 3,040 1,781 2,047 573 1,820 34,003
※ 決算見込は、平成27年5月14日時点の見込値であり、実際の決算値と異なる可能性があります。

14,000

工期を平均して５ケ月短縮、全体で約１６％のコスト縮減を実現。

開通年度 道路名 区間名 延長（㎞）

H19 北関東自動車道 伊勢崎IC ～ 太田桐生IC 16.0 

■工期を５か月以上短縮した区間 ■建設コストの縮減
（億円）

約16％
縮減

6,000

8,000

10,000

12,000H20
北関東自動車道 桜川筑西IC ～ 笠間西IC 8.9 

北関東自動車道 真岡IC ～ 桜川筑西IC 14.9 

H21
常磐自動車道 山元IC ～ 亘理IC 11.5 

道央自動車道 落部IC ～ 八雲IC 16.0 約11,600億円

縮減

約13,900億円

0

2,000

4,000

協定限度額 完成引渡額

H22
北関東自動車道 佐野田沼IC ～ 岩舟JCT 5.3 

北関東自動車道 太田桐生IC ～ 佐野田沼IC 18.6 

H23
道央自動車道 森IC ～ 落部IC 20.2 

道東自動車道 夕張IC ～ 占冠IC 34.5
※H17～H26年度に完成引渡した箇所を対象に集計（残事業費を含む）



２．民営化の目的とその達成状況 3

○平日朝夕割引や休日割引などのＥＴＣ時間帯割引のほか、ＥＴＣマイレージサービス等を実施。
○また 地域の観光協会等と連携し 高速道路料金がお得になる企画割引を会社判断により発売

ⅲ）民間のノウハウ発揮により、多様で弾力的な料金設定、サービスエリアを始めとする道路資産や関連情報を活用した多様な
サービスを提供

○また、地域の観光協会等と連携し、高速道路料金がお得になる企画割引を会社判断により発売。

■ＥＴＣ割引 ■企画割引

国土交通大臣の許可による割引 会社からの届出による割引

北海道ＥＴＣ夏トクふりーぱす

～北海道 ３日間乗り放題～

①対象期間
平成２６年６月６日～１０月２７日平成２６年６月６日～１０月２７日

②ご利用料金
７，９００円（普通車、３日間）

東北観光フリーパス

～東北６県 ２～３日間乗り放題～

①対象期間
平成２６年５月２３日～７月１４日平成２６年５月２３日～７月１４日

②ご利用料金（普通車）
８，０００円 （東北周遊ﾌﾟﾗﾝ３日間）

Ｈ17 Ｈ26年度までの累計で83件を実施・Ｈ17～Ｈ26年度までの累計で83件を実施
・賃借料の支払いに影響のない範囲で実施



２．民営化の目的とその達成状況 4
○サービスエリア・パーキングエリア事業において、より魅力的な空間を創出。

「あるから利用する施設」から「利用したくなる施設」への
転換のため、“道ナカ”商業施設「Ｐａｓａｒ」ブランドを創出

お客さまの幅広いニーズに応
えるため、コンビニエンスストア

シアトル系カフェを導入
、 業

“自然と調和したナチュラルモダン”Ｐａｓａｒ三芳（上り線）

、
を導入

地域性・旅の楽しみを凝縮した旅のドラマを演出する「ドラマ
全てのお客さまに快適にご利用 ただける休憩施設の創出

⇒関越道 Pasar三芳(上り線)など、５箇所で展開
⇒北関東道 波志江PA（上下線）など、

２９箇所で展開 ⇒関越道 上里ＳＡ（上下線）など
１７箇所で展開

地域性 旅の楽しみを凝縮した旅のドラマを演出する ドラマ
チックエリア」や特定のテーマで統一された世界観をエリア全体
で表現する「テーマ型エリア」を展開

全てのお客さまに快適にご利用いただける休憩施設の創出
（一般道からの出入口、ドッグランの整備）

『鬼平江戸処』 羽生ＰＡ（上り線）テーマ型

⇒東北道 羽生PA(上り線)及び関越道
寄居PA(上り線)の２箇所で展開

市原ＳＡ（下り線）ﾄﾞﾗﾏﾁｯｸｴﾘｱ

⇒館山道 市原ＳＡ（下り線）など
１３箇所で展開

⇒東北道 那須高原SA(上下線)など、
３１箇所に一般道からの出入口を
整備

⇒道央道 有珠山ＳＡ（上下線）など、
１１箇所でドッグランを展開



２．民営化の目的とその達成状況 5
○サービスエリア・パーキングエリア内の各種施設・設備の快適性の向上を推進。

すべてのお客さまにより快適にご利用いただけるよう、トイレにおいて、暖房・洗浄便座の設置、温水対応自動水栓、オストメイト対
応トイレ、子ども用トイレの整備など『トイレのリフレッシュ』を推進。応 、 用 整備 『 ッ 』 推進。

○ 民営化以降、Ｈ22年度までに
全ての洋式便器の便座を暖

■暖房・洗浄便座の設置 ■温水対応の自動水栓の設置

○ 民営化以降、Ｈ22年度までに
全てのトイレの洗面所の１か所全ての洋式便器の便座を暖

房・洗浄便座に改善し、暖か
さ・清潔感を向上。

≪整備率≫

全てのトイレの洗面所の１か所
以上に温水対応の自動水栓を
整備。

≪整備率≫
民営化前： ５％（ 14箇所）
民営化後： 100％（312箇所）

民営化前： 31％ （92箇所）
民営化後：100％（312箇所）

○地域と連携し、サービスエリア等における地域産品の販売、観光振興を推進するイベント等を実施。

■地元で収穫された生鮮野
菜や果物等の販売

■地域の郷土料理や名産品の
販売を推進

■情報誌にて地域
情報を提供

■ツアー商品やレンタカーと宿泊施設を含めた
商品等を販売

○北海道において、レンタカー
事業者と連携し、Ｈ20年度か事業者と連携し、 年度か
ら訪日外国人旅行者向け高
速道路料金の企画割引を販
売

○販売数は、Ｈ20年度～Ｈ26
年度の累計で約9,400件

〇Ｈ19年度から順次展開

（11箇所で展開中）

○地域産品応援フェアをＨ21年度から毎年
年２回実施。

〇対象地域産品数
Ｈ21年度：2,227品 ⇒ Ｈ26年度：3,393品

〇Ｈ18年度から毎月発行。
〇発行部数：約1,050万部（年間）



２．民営化の目的とその達成状況 6
○Ｗｅｂサービス・カード・海外事業などの関連事業を積極的に展開

海外事業、国際協力Webサービス事業

開発途上国にＪＩＣＡを通じて高速道路の建設・維持管理に関する技術
的な専門家を派遣し、各国の道路諸問題の解決に貢献。
さらに、グローバルな舞台で活躍できる人材の育成や技術力の向上を
図るため海外の高速道路会社との技術交流を実施。

○民営化後に長期専門家として派遣した社員は８名（対象国は４ヶ国）○民営化後に長期専門家として派遣した社員は８名（対象国は４ヶ国）
○短期専門家として派遣した社員は１１名（対象国は４ヶ国）
○海外からの研修生等を毎年１００名規模で受入れ

▲Ｅ－ＮＥＸＣＯドライブプラザ ▲「ドラぷらアプリ」版 ▲ドラとらリアルタイム交通情報

その他の事業カード事業

ＪＩＣＡ長期専門家（インド） ＡＳＦｉＮＡＧ管理現場での技術交流

Ｈ22年にインド事務所を設立し、Ｈ25年6月からインド最大の道路ＰＰＰ
運営会社であるＩＬ＆ＦＳ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ Ｎｅｔｗｏｒｋｓ Ｌｉｍｉｔｅｄ
（ＩＴＮＬ）と協働調査を開始後、Ｈ26年3月にプネ～ソラプール道路の4
車線化拡幅事業を行う特別目的事業体（ＳＰＶ）の株式の一部を取得（ニコスE NEXCO ） （イオン E NEXCO ） 車線化拡幅事業を行う特別目的事業体（ＳＰＶ）の株式の 部を取得
し、インドの道路運営事業に参入。

ＩＴＮＬとのＳＰＶ株式取得
に関する契約書調印式

（ニコスE-NEXCO pass） （イオン E-NEXCO pass）
▲自転車駐輪場「ＨＩＢＩＹＡ ＲＩＤＥ」

関する契約書調印式

▲仙台泉太陽光発電所（再生可能エネルギー事業）
▲Ｅ-ＮＥＸＣＯ ＬＯＤＧＥ（ホテル事業）



２．民営化の目的とその達成状況 7
（2）東日本大震災への対応

○発災から約20時間後の平成23年3月12日11時に、東北道、常磐道、磐越道などの仮復旧を完了し、緊急輸送路と
して円滑な被災地への物資の輸送等に貢献。震災から13日後の3月24日6時に、ほぼ全線の通行止が解除。

○さらに、本復旧を平成24年12月22日に完了し、震災前の高速道路機能を回復。

■発災から通行止解除までの経過
（通行止延長km）

【常磐道 水戸ＩＣ～那珂IC】

６日間で応急復旧６日間で応急復旧



２．民営化の目的とその達成状況 8

（3）民間企業としての取組

①グループ経営による業務執行の最適化

○「お客さまとの接点」である維持管理業務などの本来業務を内部化（100%出資子会社化）

○ また、当社とグループ会社が一体となり、「お客さま第一」の目線で業務を実施

■連結利益の共有

⇒ グループ全体で連結利益を共有し、目標設定・実行・評価のＰＤＣＡサイクルを継続。子会社利益は、
子会社経営に必要な内部留保を除き、配当により当社（ひいては高速道路事業）に還元

■グループ協働体制の構築

⇒ 各現場単位で、本体と全てのグループ子会社が一体となってPDCAサイクルを実践。お客さまサービスの
向上と業務効率化の両立をグループ全体で追求

②民営化以降も更なる管理費の縮減を実施

○ 平成15年3月の「民営化に際し直ちに取り組むべき事項」を踏まえ、民営化に際し、管理コストの概ね
３割縮減を実施

○ 更に、民営化以降においても、新技術による作業の効率化、発注規模の大型化による発注経費の削減、

②民営化以降も更なる管理費の縮減を実施

雪氷作業体制の見直し、一般管理費の縮減など管理費縮減の取組を継続

○ 人件費についても平成25年度には民営化時（平成17年度）と比較して10％以上を縮減



３．今後の課題 9

○道路資産の健全性の確保（舗装、橋梁及び施設設備等の老朽化対策の

①安全・安心への取組

（4）今後取り組むべき事項、課題

○重量超過等法令違反車両の取締の強化
が必要（資料１）

当社がＨ26年10月にとりまとめた『「つなぐ」価値の創造に向けた経営基盤の強化について』より

確実な実施）
○大規模更新・大規模修繕の着実な実施
○道路維持管理の高度化・着実化に向けたＳＭＨ（スマートメンテナンスハイ

ウェイ）構想の推進

○労務単価・材料単価等の上昇に伴い、
事業実施に重大な支障が生じないよ
う、高速道路機構との協定において適

が必要（資料１）

○首都圏高速道路（圏央道、外環道）の整備推進、首都圏高速道路を賢く
使うための料金体系に向けた対応

②高速道路の機能強化への取組

う、高速道路機構との協定において適
切な対応が必要（資料２）

○営業延長の３割を占める暫定２車線区
間の問題点（災害等発生時の車線確

○地域社会の発展に向けたミッシングリンクの解消
○快適性の向上に向けた機能強化（暫定２車線区間の４車線化）及び渋滞

緩和対策（付加車線の設置）の推進

③地方部 お 休憩施設 ビ 向 等

保、高い死亡事故率等）に対し、高速
道路の機能強化を着実に図っていくこ
とが必要（資料３）

③地方部における休憩施設サービスの向上等

○地方部休憩施設のリニューアルの推進
○「地域のショーウィンドウ化」の推進

④ガスステーション網の維持

○東日本エリアの高速道路と休憩施設を一体として管理する唯一の企業と
して、ガスステーション網の基本的なサービス水準を確保

⑤効率化 省力化

テナントから受領する営業料の低減、新た
な運営事業者の誘致を実施するも、近年、
利益を見込めず事業者の応募がないガスス

○タスク・ダイエット＆エスプラス活動（「実施型」の業務改善等活動）の推進
○道路事業に係るグループ全体の社員数の削減を目指す

⑤効率化・省力化
利益を見込めず事業者の応募がないガスス
テーションが増加（資料４）



＜資料１＞重量超過等法令違反車両の取締強化
10

違反台数 検問台数 検問違反率 違反率平均

◆重量超過等法令違反車両の指導取締りを料金所入口等で取り組み、検問台数はＨ26年度にかけて増加。

◆検問違反率はＨ20年度以降低下傾向にあり、今後も更なる取締の強化に取り組む。

8,640

11,349 10,777 10,813

12,904

27.5 

37.8 36.2 35.2 

28.0 
29 1 30 0

40.0 

50.0 

9 000

12,000

15,000

違
反
率

違
反
・
検
問

違反台数 検問台数 検問違反率 違反率平均

1,355 1,858
2,664 2,546 3,040 3,173 3,357

2,645 2,768

6,632 6,766 7,054 7,039

20.4 

31.1 24.5 21.5 
29.1 

10.0 

20.0 

30.0 

3,000

6,000

9,000 （
％
）

問
台
数
（
台
）

【取締強化のこれまでの取組】

◇違反車両に対して高速道路からの退出を命じる措置命令（「Ｕターン」 「指定ＩＣ流出」）を実施

0.0 0
H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

◇違反車両に対して高速道路からの退出を命じる措置命令（「Ｕタ ン」、「指定ＩＣ流出」）を実施

◇取締場所や時間帯の工夫により検問台数を増やすとともに、他の道路管理者、警察等と連携した取締を定期的に実施

◇反復違反者等に対する「講習会」の開催や「大口・多頻度割引」の割引停止措置等を実施

Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

講習会対象者 92社 89社 86社 87社 58社

【更なる取締の強化】

◇悪質な違反者に対する厳格な措置命令（「積荷の軽減」、通行許可取得までの「通行の中止」）を実施

◇特に悪質な違反者に対しては、警察への「告発」を実施

講習会対象者 92社 89社 86社 87社 58社

割引停止措置 1件 2件 1件 0件 0件

◇特に悪質な違反者に対しては、警察 の 告発」を実施

◇自動計測装置（軸重計で違反者を捕捉するシステム）等の整備を進め、悪質な違反者への指導・警告等を実施

◇重量超過等法令違反車両の排除に向け、関係機関と連携した啓発活動を戦略的に実施

◇悪質な違反者に対する対面での是正指導を実施し、さらに違反を繰り返す場合には、機構のホームページに会社名等を公表



＜資料２＞労務単価・材料単価等の上昇
11

◆東日本大震災以降、労務単価等の急激な上昇が続いており、現協定の基準（平成22年度）に対し、①労
務単価は約３割、②材料単価は約１割、③電気料金は約２割上昇。これに伴い、道路管理費のキロ当たりコ
ストは平成24年度以降上昇しており 新設 改築費においても事業費を圧迫している状況ストは平成24年度以降上昇しており、新設・改築費においても事業費を圧迫している状況。

◆円滑かつ確実な事業実施に重大な支障が生じないよう、高速道路機構との協定において、適切な対応が
必要。

①労務単価（公共工事）の推移
・現協定基準（H22）から平均35％増

②材料単価（主要30品目）の推移
・現協定基準（H22）から平均13％増

③電気料金の推移
・現協定基準（H22）から約22％増

現協定基準年
現協定基準年 現協定基準年

３５％増
１３％増

２２％増
増

※当社管内における増加率 ※東京地区における増加率 ※当社管内における増加率



＜資料３＞暫定２車線の問題点 12

◆当社管内の暫定２車線区間は約1,200km（営業延長の約３割）
◆暫定２車線区間においては、以下の問題が発生。

①災害等被害発生時の車線通行確保が困難 ②対向車線への飛び出し事故等による死亡事故①災害等被害発生時の車線通行確保が困難 ②対向車線への飛び出し事故等による死亡事故
③工事による通行止等が発生 ④大雪時における通行帯確保が困難

①東日本大震災時の車線運用事例 ②事故事例 ③工事による通行止 ④除雪作業による通行止

（仙台北部道路 利府しらかし台～富谷ＪＣＴ） （常磐道 いわき中央～いわき四倉） （磐越道 会津坂下～西会津）
対策工事イメージ

現状

（秋田道 秋田中央～秋田北）

鳥屋山トンネル
と や さ ん

トンネル下面に
ｺﾝｸﾘｰﾄの底板を設置

対策実施

片側交互通行により緊急交通路確保

路肩の雪を排雪するため
に通行止が必要

トンネルに変状が発生し、大規模な対策工
事を行うため、長期間通行止が必要

・事故概要：普通乗用車と大型貨物車との
正面衝突

・死 傷 者 ：死亡者1名 軽傷者1名

完成/暫定区間別の工事通行止量完成区間と暫定２車線区間の死亡事故率

移動時間、安全性に課題
492.2

300 0

400.0

500.0

600.0

完成/暫定区間別の工事通行止量

（H22‐H26合計）（千km・h）

0.25

0 20

0.25

0.30

（
件

/
億

完成区間と暫定２車線区間の死亡事故率

（H22～H26）

※左図中の死亡事故率、工事通行止量は、当社管
内におけるデータ（当社調べ）

25.0
0.0

100.0

200.0

300.0

完成区間 暫定２車線区間

0.14

0.10

0.15

0.20

完成区間 暫定２車線区間

億
台
キ
ロ
）



＜資料４＞ガスステーション撤退への対応
13

◆当社管内の高速道路上のガスステーションは、石油業界を取り巻く外部環境変化の影響を受け、経営状況が
悪化。

◆ガスステーション網の基本的サービス水準を維持するため、テナントから受領する営業料の低減、新たな運営事◆ガスステ ション網の基本的サ ビス水準を維持するため、テナントから受領する営業料の低減、新たな運営事
業者（フリート系※）の誘致を実施するも、近年、利益が見込めずテナントの応募がないガスステーションが増加。

■全国ガスステーション数の推移 ■NEXCO東日本管内ガスステーション数の推移

※ ﾌﾘｰﾄ系とは、運送業者等と専用カードによる掛け払い契約を締結し、通常より安価な契約料金にて サービスを提供する事業者

47,584
45,792

44,057
42,090

40,357
38,777 37,743

36,34940,000

45,000

50,000
GS数

出典）経済産業省 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石油流通課 公表

,
34,706

30,000

35,000

H17年度末 H18年度末 Ｈ19年度末 H20年度末 Ｈ21年度末 H22年度末 Ｈ23年度末 H24年度末 Ｈ25年度末

◇上記の他、ガソリン缶詰の販売や周知広報の充実等の取組みを実施

出典）経済産業省 資源エネルギ 庁 資源 燃料部 石油流通課 公表

▲9箇所でガソリン缶詰を販売 ▲周知看板や横断幕の設置▲9箇所でガソリン缶詰を販売 ▲周知看板や横断幕の設置

▲ガスステーションマップの
掲載・配布等
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